第３回まちづくり市民会議　議事録
第１部　講演会　　　三条市：防災対策室　　石塚　衛　氏
１．平成１６年　７．１３新潟豪雨災害について
当時は大きな防災対策を講じていない状況で災害が起こったため、多くの反省点が生まれました。
三条市は平成１７年に旧三条市と下田村と栄町の３市町村で合併し、現在の市になっております。水害の発生した五十嵐川は市内の中心部を流れており、市街地に入ってから信濃川に流れ込んでいきます。
上流２箇所にはダムがあり、ダムの下流には支流が流れ込んでいます。平成１６年の時には市街地に入ってから破堤したのですが、この中でダムから放流された水量は全体の４割であり、残りの６割がダム下流の支流から流れ込んだ雨水でした。そのため一気に降った雨がそのまますぐに流れてきてしまい、ダムなどで放流調節ができない雨水が急激に流れてしまうという特徴があります。
　近年ゲリラ豪雨という言葉がニュースで取り上げられていますように、短時間に大量の雨が降ることは珍しくなくなりましたが、当時１時間に７０ミリ以上の雨が２時間降り続きました。当時は観測史上初ということで私どもも想定をしていないような雨で、島潟地区というところに水位観測所があるのですが、わずか２時間半の間に水位が３メートル上昇したというような状況でした。
　普段は五十嵐川というのは穏やかな川で、五十嵐川という名前のお酒があるような清流なのですが、水害当時は架けられていた橋にまで達するほどの水量でした。五十嵐川の特徴としまして、信濃川に合流する部分に近づくほど堤外地といいまして堤防よりも川側に家がたくさんありました。これは江戸時代から行商などで船を使って運搬などをしていまして、その頃からそこに住んでいた人々の名残でした。このような場所や堤防に上がるための階段を全て水に浸かるような状況でした。
　このような状況で水位が上がっていき、７月１３日のお昼過ぎに堤防が決壊しました。お手元の資料の航空写真で見ると、ちょうど川がカーブしている場所の内側が決壊しました。当初は水がぶつかる外側で水が上がりましたので土嚢積みなどをしていたのですが、そのうちに内側が破堤して決壊をしてしまい、市街地が水浸しになりました。
　この水害では、非常に残念なことに９名の方がお亡くなりになったことをはじめとして、家屋の被害がたくさん出たような状況でした。
２．平成１６年７月１３日の水害を踏まえて、豪雨災害後の取り組みについて
　平成１６年の水害を経験しまして、三条市では防災対策室を作りました。またそれと併せましていろいろな防災対策をしてきました。
（１）ハード面の取り組みについて（国、県）
　資料にありますようにハード面の整備につきましては、主に国や県です。これはそもそも被害のありました河川を河川改修で修復するということでした。信濃川については国が管理していますので国の事業、五十嵐川については県の事業で分担をしました。
　簡単にご紹介しますと、資料の図にありますように新しい堤防を作りました。それに当たっては先ほど説明しましたように堤外地という形で、元々の堤防よりも川側にたくさん家屋があったのですが、その方々３００棟ほどには転居していただきまして河川整備を行いました。川幅を拡げるとともに、河川を真っ直ぐになるような形で整備をいたしました。
（２）ソフト面の取り組みについて（三条市）
　三条市の主な取り組みにいたしましては、次の６点となっております。
①情報収集、伝達活動の迅速化について
　振り返って７．１３水害の対応を考えてみますと、いろいろな問題がありました。先ず避難情報発令の判断基準が無かったことが一つの問題です。ピンとこないかもしれませんが、市役所ですと災害が起こると災害対策本部ができて市長以下職員が情報を集めまして、市民の皆様に避難を促したほうがよい状況なのかを判断し、被害を最小限にするために災害対応活動を行います。しかし実際に市民の皆様に避難をしてもらおうかということになると、非常にタイミングに悩みます。特に大きな災害を経験していない市町村に多いのですが、もし避難をしてもらって何ともなかった場合何で避難指示を出したのかということになりますし、仕事などを一旦止めて避難してもらうわけですから経済的な影響もあります。そのためどうしてもタイミングに苦慮してしまい、このタイミングで出したほうがよいのか、もっと早く出したほうが良かったのか、それとも遅く出したほうが良いのかといったことの判断に迷ってしまいます。
　当時三条市では避難情報を出したのですが、その判断は市役所の会議室の中で決めただけでは意味がなく、実際に市民がそれを聞いていなければ避難情報にはなりません。それを伝えようとした時に、三条市ではスピーカーのついた車による広報と各地区の自治会長さんに連絡し、避難勧告が発令されましたので住民の皆さんに避難を促してくださいというお願いをしました。また高齢者のお宅の一部に戸別訪問をして避難を促すなど、限られた方法しか取ることができませんでした。
　それで水害が発生した何日か後に、群馬大学工学部の片田先生という防災に精通した先生が、7.13水害発生時の状況を調査するためにアンケートに入りました。三条市が避難勧告を発令した地区の住民にアンケートを取り、避難勧告が出されたことを知っていたか調査しました。資料にもあるように、わずか２１.９％の人にしか伝わっていませんでした。１０人のうち２人にしか伝わらなかったということで、当時の情報伝達体制では確実な情報伝達は困難だという大きな問題が出てきました。
　そこで三条市では、防災行政無線というものを新たに構築しようということで、今まで無かったですが、スピーカーを１８０本ほど市内全域に取り付け、防災無線をより確実にお知らせできるようにしました。併せまして自治会長や民生委員さんなど、地域で要になって動いてもらう方々のお宅に防災無線を受信できる受信機を設置させていただきました。
　また三条市では燕三条駅という駅があるのですが、その１階に三条市と燕市を対象にしているコミュニティFMの放送局があるのですが、その放送に割り込んで防災情報を入れられるようにしたり、市のホームページに情報を載せたりしています。さらに市のメール配信サービスやDoCoMoのエリアメールで情報を発信しています。他にはケーブルテレビでの字幕の情報発信など、一つの方法だけでなく、言い方は悪いですが数撃ちゃ当たるという形で、災害時市民一人一人が様々な場所で働いているなど情報を受信できる状況が違っても大丈夫な取り組みを三条市では行っています。それ以外にも緊急告知FMラジオによって、割り込みした放送を自動で感知して受信し、最大音量で知らせるといったものを高齢者や障害者の自宅、小学校等に設置してなるべく多くの方に情報が伝わるようにしています。
②水害対応マニュアルの作成
　先ほど説明しましたように、川は国や県が担当し、情報は市が担当します。次は行動ということになるのですが、災害時は市職員も人間ですからパニックになってしまってなかなか当てになりません。市役所の職員が言うのもおかしなものですが、限られた職員しかいない中で例えば、魚沼市でも三条市でも同じですが市内全域が被害を受けた時、市役所の職員だけで対応できるかというと難しいという部分があります。それは中越大震災の時もそうだったと思いますし、三条市の7.13水害でもそうでした。そこで三条市では災害時のマニュアル、事前の行動の取り決めを水害の翌年である平成１７年に作成をし、役割分担をして地域全体で災害に対応をしましょうという形で進めていくことにしました。
　先ずは公助という形で、行政機関である市役所や警察、自衛隊や県や国がする防災活動ですが、市役所が行うべきことについて全体の取り決めをつくり、更に部署ごとの細かな取り決めや出先機関についてなど、全体を合わせた市役所用のマニュアルを作りました。
　またそれだけで終わるのではなく、市民の皆様については自助という形で自分の命は自分で守る、各地域については共助という形で自分たちの地域は自分たちで守る、といった面についてもマニュアル作りを行いました。共助については自主防災組織編、自治会編、水防監視員編、消防団編、民生委員編、というようにそれぞれの組織別のマニュアルを市のほうで作成させていただきまして、自治会長さんや民生委員さんと相談しながらまとめていきました。それとともに自分の命は自分で守りましょうという形で自助編も作成しました。
　具体的には、公助についてはだいたい災害時に行うことを発生から３時間以内、２４時間以内、５日以内と時間を区切ってそれぞれの部署がこのようなことを、このタイミングでするということを細かく決めておくというのがマニュアルの内容となっています。何故そうするかというと、突発的に災害が起こると頭が真っ白になるわけです。そのような時に誰がどのタイミングでどんなことをするか書いてあることをとりあえずやっておけば、最低限でも災害に対する対応を進めていくことができます。
　反対に地域の方々、市民一人一人にお願いしていることは、資料にもありますように三条市ですと自主防災組織、自治会などの組織で輪になっているものが地域で守っていく部分になります。ここについては、基本的には災害時要援護者対策というのが主な役割となっています。災害時は一人では避難することができない災害弱者と呼ばれるような支援が必要な人に対して、地域の力で守ってほしいというお願いをしながらマニュアルを作成しました。例えば自主防災組織で言いますと、避難誘導ですとか交通整理、水防活動についてお願いしています。自治会については、より確実に避難情報が伝わるように、地域住民に対して正確な避難情報の伝達をお願いしています。また市域が広いと職員だけでは情報を集めることが難しい部分がありますので、集落内に被害が発生している場合にはそれについての情報を連絡してもらうようにお願いしています。自主防災組織を組織していないような自治会については、災害時要援護者の避難をしてもらうようにお願いしています。
　水防監視員については三条市独特なのですが、河川水量を監視してもらう人を嘱託員として委嘱しており、その人達にも情報を入手したら伝達するようお願いしました。民生委員さんにつきましては、日頃から地域の高齢者の方々の様々な情報をお持ちなので、支援するための名簿を作るときなどには協力をいただくことと併せまして、情報を確実に伝えて避難をしてもらうといったように要援護者の方への支援についてもお願いしました。消防団につきましては、地域の水防活動が主体ですが併せまして要援護者の避難についても同じくお願いしています。
　自助の部分につきましては、非常に重要なことなのですが防災関連情報の積極的な収集を市民の皆様にはお願いしています。何故かと言いますと、先程も説明しましたようにいろいろな形で防災関連の情報を伝達することはしていますが、市民の皆様には何かおかしい、危ないと感じた時にはそれについて積極的に情報収集を行って欲しいからです。そうしていただかないと、なかなか聞く気がない人にまで情報を伝えるということが非常に難しいからです。特に最近の住宅は機密性がいいものですから、雨が降っている中で窓を閉めてテレビをつけたりしていると、防災無線の放送がよく聞こえないということもあります。最近は報道機関に協力してもらい、災害時県内の市町村が被害情報を出すと字幕等を載せてくれますが、そういった情報を受身にならず積極的に収集してもらいたいということを市民編のマニュアルではお願いしています。また避難所への避難の際には、必要に応じて住民同士で助け合ってくださいということもお願いしています。
③避難勧告等発令基準の明確化
　最初に7.13水害の時は、避難勧告を出すタイミングがなかなか難しかったと説明しました。そこで三条市では、7.13水害以後避難勧告発令に基準を設けました。五十嵐川、信濃川、刈谷田川の３つの川それぞれに基準を設けて、避難勧告と避難準備情報を新たに作りました。避難準備情報というのは水害以後作ったもので、自力で避難できるような元気な人に対してこの情報が出たら避難の準備を始めてくださいというものです。また避難所に行くまで時間が掛かる方、要援護者の方など自力での避難が難しく時間が掛かる方のために、早めに避難を促すという意味もあります。このように事前の避難準備を促すことと要援護者の方に対する支援については、避難準備情報が出たら始めてくださいという目安とし避難準備情報を作りました。避難準備情報と避難勧告については、河川の水位によってこの基準を超えたら出すということになっています。
　避難勧告発令については、ダムについても基準を設けてあります。ダムというのは上流から来た水をある一定量溜め、それを少量ずつ下流に流すことで河川を守るという機能があります。しかしそれを続けるとどうしてもダムの水位が上昇して、これ以上水を溜めるとダムの上から溢れてしまうということになります。そうなる前に、ダムに溜まる量と同じくらいの水を放流する操作を行います。これをただし書き操作といいます。このただし書き操作が始まるとどうしても危険ですので、それが始まる段階になると始まる前に市役所に連絡が入りますので、そうなると避難勧告を発令するということになっています。
　職員の配置体制についても同じような基準が設けてありまして、防災対策室や土木課や農林課など現場を持っている部署が集まる警戒体制のものから、市長を筆頭に災害対策本部ができるまでの第３次配備まで基準が決めてあり、決められた基準に基づいて対応をしております。
④災害時要援護者対策の強化
　災害時要援護者対策の強化ということで、８年前の水害時に亡くなった９名の内７名の方が高齢者でした。例えば寝たきりの方で、水が来た時１階で寝ていてそのままお亡くなりになるなど、どうしても一人で避難することが難しい方々、災害時には犠牲になりやすいといったこともあります。そういった方々の支援といたしまして、平成１７年から取り組みを開始しました。
　支援者用の名簿を作成するにあたっては、平成１７年から市で情報を元に作成しました。簡単に言いますと、情報を確実に伝達する方、避難所など安全な場所まで確実に連れて行く方の２種類に分けました。電話や訪問などで確実に情報をお伝えすれば、何とか自力で避難できる方と寝たきりなどで避難所まで連れて行かなければいけない方に分け、それぞれに対する支援を実施する主体として、自治会や自主防災組織、民生委員、介護保険サービス事業所（デイサービスセンター、特別養護老人ホーム等）にお願いをいたしました。
　名簿作成については個人情報等の問題がありますので、対象となるご本人の方の同意をもらいまして作る同意方式という形で始めました。これが平成１７年から開始したのですが、平成１９年の時点で対象者が膨れ上がり過ぎてしまいました。当初は暫定基準ですと対象が広くなり過ぎて、例えば介護認定を受けている人であれば等級が大きい人から小さい人まで全て名簿に載るということになってしまいました。そのため共助で地域の方から支援してもらうには多過ぎるということもありますし、また民生委員さんから名簿に載っている方でも元気に畑仕事しておりそのような人達を名簿に載せる意味があるのか、といったような報告もありました。暫定基準に当てはまる人と現実がかけ離れてしまっているような状況で、このままでは本当に支援が必要な人に対して優先的に支援することができるのかという問題になりました。
　ここで一番行政としてやってはいけないことは、このようにして名簿を作って支援体制を整備したので大丈夫だろうと思い込まないことです。制度だけ作って中身が動かないということは非常に危険なことです。
例えば名簿があって、地域に人達から協力もいただけていながら、名簿に１０人載っていて上から順番に支援をしていったら、自分で何とか避難できる比較的健康な人ばかりでも一応名簿に載っているからと支援をしていきながら、いざ危なくなったら支援をしている人達も避難しなければならないわけです。７人目まで避難させてだいたい避難させることができたし、自分たちも避難しなければならないから避難したら、実は一番重くて助けなければならない人がその３人の中にいたというような状況になってしまうと、何のために名簿を作ったのかということになります。
そのため、先ずは本当に支援が必要な人に絞込むために基準を見直し、地域に人の手が足りないのであれば一部の消防団にも手伝いをお願いしましょうということになりました。それと言うのも、三条市でも中心市街地が大分高齢化してきており、高齢化率が５０％近くなっています。そのため地域の消防団が水防活動のために五十嵐川などに行ってしまうと、本当に支援する人がいないという状況になってしまいます。そうした地域はある程度消防団に協力してもらって支援をしてもらいましょうというということで見直しを行いました。
基準を見直し寝たきりなどの方々を中心に支援していく体制にしましたが、絞り込んだ分逆に今まで名簿に載っていた人が洩れてしまう人が出てきました。そこで三条市では、市が決めた基準によって名簿から洩れてしまった人達でも、どうしても支援が地域で必要だと感じたなら、どんどん名簿に追加しますので報告してくださいということをお願いしました。市では最低限どうしても支援が必要なぎりぎりの範囲まで絞り込みます。それ以外の方については地域の方から情報をくださいという形にしました。地域の持っている情報と市の持っている情報を合わせて災害時要援護者支援をしていきましょうということにしました。
⑤豪雨災害対応ガイドブックの作成
　これまで説明してきましたように情報の伝達ですとか地域の役割分担を整備してきた中で、事前に市民の方々に情報を発信するということでハザードマップの作成を行いました。三条市では水害の翌年にハザードマップを作成して配布していたのですが、水害以後国や県の河川改修で川の形が変わりましたので、新しくハザードマップを作り直さなければならなくなりました。平成２２年に１年間かけて調査を行い、昨年の４月にハザードマップをしたのですが、ちょっと変わったハザードマップを作成しました。
　従来のハザードマップでは、浸水区域や浸水する深さを色で区別したものや最寄りの避難所が載っているものが大半で三条市もそうでした。新しいものでは土砂災害発生危険箇所図などに加えて、新たに気づきマップと逃げどきマップというものを作りました。住民の人達に避難してもらうための避難誘導については、市役所が行うものなので法律に基づいて行われています。災害対策基本法第６０条がそれに当たり、内容としては危険な状況にあるという情報がある場合には、市町村長は住民に対して立ち退きを勧告できるとあり、更に危機的な状況にある場合には立ち退きのための指示をすることができるとなっています。これが避難勧告や避難指示の元になっている法律です。
　しかしこれには課題もあり、例えば水害である地域に避難勧告が出されたとします。そうするとその地域の住民を一律に避難誘導しなければなりません。しかし高台に家がある人や鉄筋コンクリートのマンションなどの高層階に住んでいる人については、避難する必要があるのかということが問題になります。そのため避難勧告をするだけでは、その地域の住民に対して適切な避難誘導はできないということが課題となっています。何故こうなったかというと兵庫県の佐用町というところで水害があったとき、結果論なのですが自宅に留まっていれば助かったということがありました。その地域は防災意識が高い地域だったため、避難勧告が出された時どうしても避難しなければならないと思って避難し、その時流されないように互いに紐で結んで避難していたため、家族全員が亡くなってしまったというやりきれないことがありました。このようなことを考えると、市が避難勧告を発令した時に様々な場所に住んでいる人達が同じような行動を取ることが正しいのかという問題がありました。
　従来のハザードマップですと、自分が住んでいる地域に立体的な地理というのは出せなかったということもありましたし、浸水する深さによって水の流れが変化するということもあり、気づきマップと逃げどきマップというのを作りました。
　気づきマップというのは、三条市は五十嵐川、信濃川、刈谷田川の３つの川がありますので、川ごとにハザードマップを作ると３枚になってしまいます。自分の家が危ないかどうか確かめる時に３枚を見比べるよりも、全部重ね合わせてマップでどの川の影響を受けやすいのかを解りやすく表したものです。
　逃げどきマップというのは、自分の住んでいる場所や建物の構造によって、それぞれ災害が起こった時の最適な行動が違うのではないかということから、それについて解りやすく表したものです。
⑥災害時相互応援協定の締結
　災害時相互応援協定については、三条市では隣接している市町村と結んでいます。また東日本大震災がありましたので、隣接した自治体とばかり結んでいるといろいろ大変なので、同時に被害を受け難い三重県の菰野町と協定を結んでいます。
３．平成２３年　７．２９新潟豪雨災害の検証について
　７．２９水害は、８年前の７．１３水害と比較すると累計の降雨量は約２倍でした。平成１６年の水害では累計で５００mmでしたが、昨年の水害は累計１０００mmでした。規模がまったく違う雨が降ったのですが、７．１３水害以降河川改修を行った場所については大丈夫でした。しかし河川改修をしなかった上流部については、旧下田村の地域で堤防が決壊し、住宅と水田の一部が浸水したような状況でした。破堤した場所が違ったということもありましたが、浸水した面積的には８年前よりも小さかったです。その他には土砂災害等資料にもありますような被害がありました。現在三条市では魚沼市でも同様だと思いますが７．２９水害の検証を行い、様々な対策について考えているところです。また全市民にアンケート調査を行った結果、８年前は避難情報が出たのがわかったかという質問についての結果は２１．９％でしたが、今回については三条市全体で９２．６％の市民がわかったという結果が出ました。内訳としては一番多かったのが防災無線で、その他にラジオやメールなど８年前の水害以降に整備した対策が有効に活用されていました。
　しかしまだまだ災害時要援護者対策については、平日の日中の水害だったものですから支援者が不在だったなど様々な問題がありました。こういった問題を今後の対策に活かすためにも検証を進めているところです。
　最後に今後の対策の方向性についてですが、結局の所地域に様々なお願いをして地域と一緒にやっているのですが、最終的には地域それぞれで細かいところのやり方については違いが出てきます。若い人がいるところとそうでないところ、働いている人が多いところと少ないところ、商店街などがあり比較的人通りがあるところといったように、地域によって違いがあるところに対する対応というのは、それぞれ変わってくると思います。こういったことについては、三条市でも魚沼市でも地域ごとに相談していただいて、共助の力を上げていくことが一番災害に対する対策になるのではないかと思います。今回話した中で、参考にできるところはしていただいて災害時に死者を出さないための取り組みをしていただけたらと思います。
以上で三条市の災害以後の取り組みについてのお話は終わらせていただきます。ご清聴ありがとうございました。
質疑応答
質問①：要援護者ではないような人が、自分は一人では逃げられないから要援護者として助けてくれ、と主張してくるような人はいないのか。
回答①：三条市の場合で要援護者として名簿に載せている方というのは、基本的に市が持っている情報の中でほぼ寝たきりの人です。質問にありますように、本来支援しなくても大丈夫なのに支援してくれというような人は、基本的に載せていません。
また自治会の方から希望すれば追加してもいいですよというようになっていますが、例え寝たきりの方であっても若い人と一緒に暮らしているというような人は避難支援名簿ではなく情報伝達支援名簿に載せていますし、若い人と暮らしていても普段仕事などで家にいないというような場合には避難支援名簿に載せています。なので要援護者ではないのに載せてくれと言っているような人は、ほとんどいません。
質問②：三条市では８年前は市街地の水害でしたが、昨年の水害では下田村の水害だったということなので、現在は三条市であっても合併前は違ったと思います。なので合併したことによって、水害に対する防災対応や河川整備などの対策に市街地と下田村などでは、違いや弊害があったのではないでしょうか。
回答②：市町村合併によって、合併前であれば災害が起こっても旧下田村で対応していたことが、三条市で対応することになった。元々の三条市の市街地であれば対策がなされていたが、それ以外の地域については対応が疎かになったのではないかという質問だと思うのですが、実はそんなことはありませんでした。信じ難いかもしれませんが、合併したことによって７．１３水害を経験した職員が昨年の水害でも災害対策本部で指揮をとりました。そのため旧下田村には副市長が赴き、現地対策本部を作って下田庁舎で指揮を取り、合併前よりも対応が素早かったです。現地で指揮を取りながら、三条市の本部で自衛隊の派遣を要請する、国土交通省から排水者を借りるなど、連携した対応を取ることができました。そのため災害対応は非常にスムーズに行うことができました。
　　　　　また住民の方々の対応についてなのですが、下田村はコミュニティーがしっかりしていて住民同士のつながりが非常に強い地域です。合併によって地域が大きくなった分、情報がなかなか伝わらず予想していなかった地域で災害が起こったことも正直ありました。そんな時には、地域の自治会長さんが、この地域は危ないから皆で避難しよう、といったように自主的に早めに避難したことによって死者が誰も出なかったという、地域の防災活動として見本のようなことを下田村ではしていただいたことが、被害を小さく抑えることになりました。
　　　　　もちろん市もバックアップ体制などは整えていたのですが、地域が地域として動いていただいことが、非常によかったことだと思っています。なので質問いただきましたように、合併したことによる弊害等はなく、むしろ支援体制を活用することができました。そう思っております。
